
（様式①）

[環境創造局] （単位：千円）

令和４年度 令和３年度
増△減

（４－３）

総額 総額 総額

1 下水道事業収益的収入

1 1 　営業収益

1 1 1 1 　　下水道使用料 61,138,122 60,396,413 741,709

1 下水道事業収益的支出　下水道管理費 122,282,772 121,721,660 561,112

1 1 　営業費用 116,408,354 114,676,940 1,731,414

1 1 1 　　管きょ費 7,569,482 6,945,245 624,237

2 　　　管きょ等維持管理事業 7,026,451 6,429,258 597,193

3 　　　下水道台帳等管理事業 543,031 515,987 27,044

1 1 2 　　ポンプ場費

4 　　　ポンプ場事業 3,326,154 3,038,108 288,046

1 1 3 　　処理場費

5 　　　水再生センター事業 16,471,626 15,996,714 474,912

1 1 4 　　排水設備費　 116,816 83,476 33,340

6 　　　排水設備運営事業 107,415 70,787 36,628

7 　　　グリーンインフラ活用促進事業 9,401 12,689 △3,288

1 1 5 　　業務費

8 　　　下水道使用料徴収経費 137,158 191,082 △53,924

1 1 6 　　水道事業会計繰出金

9 　　　水道事業会計繰出金 4,900,000 4,600,000 300,000

1 1 7 　　総係費 274,729 269,179 5,550

10 　　　下水道広報事業 12,757 15,214 △2,457

11 　　　下水道事業経営研究事業 5,520 2,745 2,775

12 　　　海外水ビジネス展開支援事業 37,985 40,241 △2,256

13 　　　国際環境保全事業 17,729 16,702 1,027

14 　　　下水道総務費 149,058 148,434 624

15 　　　下水道総務費（日本下水道協会会費等） 4,601 4,591 10

16 　　　下水道財務費 47,079 41,252 5,827

1 1 8 　　下水道研究費

17 　　　下水道研究事業 54,848 36,786 18,062 ○

1 1 9 　　工場排水対策費

18 　　　工場排水対策事業 34,469 34,738 △269

1 1 10 　　減価償却費

19 　　　減価償却費 76,605,495 76,544,711 60,784

1 1 11 　　資産減耗費

20 　　　資産減耗費 1,230,242 1,187,085 43,157

1 1 12 　　給与費

21 　　　給与費（下水道管理費） 5,687,335 5,749,816 △62,481

新
規
・
拡
充

事　業　計　画　書　目　次（下水道事業会計）

計画
書頁 事　　業　　名款 項 目



[環境創造局] （単位：千円）

令和４年度 令和３年度
増△減

（４－３）

総額 総額 総額

新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名款 項 目

1 2 　営業外費用 5,732,286 6,876,907 △1,144,621

1 2 1 　　支払利息及び企業債取扱諸費

22 　　　支払利息及び企業債取扱諸費 4,515,573 5,562,066 △1,046,493

1 2 2 　　消費税及び地方消費税

23 　　　消費税及び地方消費税 1,140,000 1,230,000 △90,000

1 2 3 　　雑支出

24 　　　雑支出 76,713 84,841 △8,128

1 3 　特別損失 132,132 157,813 △25,681

1 3 1 　　災害による損失

25 　　　災害による損失（放射線対策経費） 91,670 157,813 △66,143

1 3 2 　　その他特別損失

26 　　　その他特別損失（工事一時中止等伴う費用） 40,462 - 40,462

1 4 1 　　予備費

27 　　　予備費（下水道管理費） 10,000 10,000 -



[環境創造局] （単位：千円）

令和４年度 令和３年度
増△減

（４－３）

総額 総額 総額

新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名款 項 目

1 下水道事業資本的支出 122,752,642 131,699,780 △8,947,138

1 1 　建設改良費 59,292,212 59,681,033 △388,821

1 1 1 　　下水道整備費

28 　　　下水道整備費 55,981,498 55,944,413 37,085 ○

1 1 2 　　下水道改良費 1,129,099 1,331,647 △202,548

　　　管きょ改良事業 - 151,548 △151,548

29 　　　水再生センター・ポンプ場改良事業 1,129,099 1,180,099 △51,000

1 1 3 　　企業備品購入費

30 　　　企業備品購入費 142,167 236,582 △94,415

1 1 4 　　リース債務支払額

31 　　　リース債務支払額 38,125 59,285 △21,160

1 1 5 　　給与費

32 　　　給与費（下水道事業資本的支出） 2,001,323 2,109,106 △107,783

1 2 1 　　企業債償還金

33 　　　企業債償還金 63,446,864 72,004,578 △8,557,714

1 3 1 　　投資

34 　　　水洗便所改造資金貸付金 3,566 4,169 △603

1 4 1 　　予備費

35 　　　予備費（下水道事業資本的支出） 10,000 10,000 -



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

企業債＋建設改良積立金等

事業費

企業債＋建設改良積立金等

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

係

細事業合計 55,981,498 55,944,413 37,085

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 三縄　教明　 中島　章 田村　祐紀

技術開発 10,000 70,000 ▲ 60,000
下水道資源有効利用に関
する実証事業に係る施設
整備完了による減

8,910,836 7,079,037 1,831,799
高度処理の導入に関する
整備進捗による増

地球温暖化対策 500,185 2,573,255 ▲ 2,073,070
汚泥焼却設備の更新完了
による減

30,379,613 132,021

浸水対策 10,064,373 6,824,282 3,240,091
雨水幹線等の整備進捗に
よる増

事業スケジュール 昭和25年～

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

下水道の再整備・再構築 30,511,634

地震対策 5,984,470 9,018,226 ▲ 3,033,756
津波対策の整備進捗によ
る減

良好な水環境の創出

箇所 実績 51 54

地域防災拠点における
ハマッコトイレの整備

単位 目標 51 52 51 52 43

0

地区 実績 1 0

浸水防除のための施設
整備（目標整備水準が1
時間当たり約60mmの降
雨の整備対象地区）

単位 目標 0 1 0 0 0 1

1200

箇所 実績 1246 1290

ノズルカメラによる下
水道管のスクリーニン

グ調査実施延長

単位 目標 1000 1000 1000 1200 1200 1200

事業目的・効果
(必要性)

　本事業は汚水の排除による生活環境の改善、公共用水域の水質確保、浸水防除による安全・安心な市民生活を確保することを目的
に昭和25年に事業を開始しました。
　下水道は重要な社会インフラであり、安定的な下水道サービスの提供と、市民の皆さまがいつまでも安心して暮らせる「快適で安
全・安心な市民生活の確保」が必要です。
　下水道施設の老朽化対策や浸水対策、地震対策等を着実に推進し、これからも市民の皆さまがいつまでも安心して暮らせる「快適
で安全・安心な市民生活の確保」に寄与していきます。

根拠・データ等

・管清掃に合わせたノズルカメラによるスクリーニング調査
　＜実績推移＞元年度1,246km、２年度1,290km、３年度1,000km（見込）、４年度1,200km（見込）
・浸水防除のための施設整備（目標整備水準が1時間当たり約60mmの降雨の整備対象地区）
　＜実績推移＞元年度90％、２年度90％、３年度93％（見込）、４年度93％（見込）
・地域防災拠点の流末枝線下水道の耐震化
　＜実績推移＞元年度50％、２年度61％、３年度67％（見込）、４年度77％（見込）
・地域防災拠点における「ハマッコトイレ」の整備
　＜実績推移＞元年度57％、２年度69％、３年度79％（見込）、４年度91％（見込）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

事業概要

快適で安全・安心な市民生活の確保に向けて、下水道の再整備・再構築、浸水対策、地震対策などを着実に推進します。
1下水道の再整備・再構築
2浸水対策
3地震対策
4良好な水環境の創出
5地球温暖化対策
6技術開発

事業開始年度 昭和25年

根拠法令・方針決裁等 下水道法、下水道法施行令、横浜市下水道条例、横浜市下水道条例施行規則、横浜市環境創造局事業排水指導要綱　等

決
算

41,091,073 41,746,371 49,472,467
28,919,964 29,430,535 34,192,601

61,310,892
36,850,758 39,391,539 38,541,394 43,757,568 44,380,178 47,083,482

予
算

49,001,695 50,483,726 53,557,031 57,918,187 58,552,012

1,325,000 △ 527,751

支出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 37,085 △ 760,142 0 △ 22 0

0
令和３年度 55,944,413 15,026,806 13,994 35,484,000 5,419,613

単独事業

36,809,000 4,891,862
補助事業 0

令和４年度 55,981,498 14,266,664 13,972

企業債 建設改良積立金等区　分 金　額 国 県 負担金等

事業名称 下水道整備費

財　源　内　訳

事業評価書番号 30
事業区分

予算科目 下水道事業会計資本的支出 1 1 1

令和　４年度　事業計画書

事業局課 環境創造 下水道事業マネジメント
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

企業債＋建設改良積立金等

事業費

企業債＋建設改良積立金等

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

細事業合計 1,129,099 1,180,099 ▲ 51,000

課長 係長 調査担当

0

本資料は、公正・適正に作成しました。 大橋　洋明 松井　哉 伊藤　義彰

0

0

0

0

0

0

1,180,099 ▲ 51,000
予防保全型の工事の積上
げ

0

事業スケジュール
　中期経営計画に基づき水再生センター、汚泥資源化センター、ポンプ場の施設を対象に、機能低下や使用限界に達した水処理、汚
泥処理設備を改良します。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

水再生センター・ポンプ場改良事業 1,129,099

0

実績

単位 目標

実績

単位 目標

30

実績 29 26
工事発注件数

単位 目標 32 34 31 25 30 30

事業目的・効果
(必要性)

　改良工事は、耐用年数が到達する以前に、①機能的・物理的な原因により機能低下した設備　②老朽化等により使用限界に達した
設備等を対象に、機器や装置の交換や機能追加等を主体に改良し、機能や信頼性の向上、省エネ化、及び設備の長寿命化を図ること
を目的としています。
　設備の改良により、省エネ機器、高効率機器を導入することで環境対策、動力経費節減、設備の信頼性の向上、下水道施設での事
故、機能停止の予防に効果があります。
　水再生センター等の機能低下や老朽化した設備機器を改良、長寿命化することにより、総合的な経費の節減及び適正な維持管理が
可能となるため、必要な事業です。

根拠・データ等 水再生センター等運転管理年報（令和２年度版）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

事業概要 経年劣化により機能低下した水再生センター・ポンプ場等の設備を改良し、機能回復・省エネ化及び耐用年数の延長を図ります。

事業開始年度 昭和52年度

根拠法令・方針決裁等 地方自治法、地方公営企業法、下水道法、横浜市下水道条例、水質汚濁防止法、公害対策基本法、神奈川県生活環境に関する条例、大気汚染防止法

決
算

890,260 1,025,670 744,583
890,260 1,025,670 744,583

1,078,099
1,021,099 1,030,099 1,020,099 1,066,099 1,072,099 1,078,099

予
算

1,021,099 1,030,099 1,020,099 1,066,099 1,072,099

0 △ 51,000

支出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 51,000 0 0 0 0

1,129,099
令和３年度 1,180,099 1,180,099

単独事業 1,129,099

1,129,099
補助事業 0

令和４年度 1,129,099

企業債 建設改良積立金等区　分 金　額 国 県 諸収入

事業名称 水再生センター・ポンプ場改良事業

財　源　内　訳

事業評価書番号 32
事業区分

予算科目 下水道事業会計資本的支出 1 1 2

令和　４年度　事業計画書

事業局課 環境創造 下水道施設管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

企業債＋建設改良積立金等

事業費

企業債＋建設改良積立金等

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

細事業合計 142,167 236,582 ▲ 94,415

課長 係長

0

本資料は、公正・適正に作成しました。 檜山　敏浩 佐々木　誠 飯田　晋也

0

0

0

0

0

0

236,582 ▲ 94,415 災害対応用ポンプの減

0

事業スケジュール

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

企業備品購入費 142,167

0

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

単位 目標

事業目的・効果
(必要性)

 老朽化した工具、器具、備品及び車両運搬具の更新等により、業務の効率化を図ります。

根拠・データ等

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

事業概要
　公共下水道事業を実施するために必要な企業備品(耐用年数が１年以上、かつ取得価額が税抜き10万円以上で、機械及び装置の付属
設備に含まれない工具器具及び備品）を購入します。

事業開始年度 昭和39年度

根拠法令・方針決裁等 地方公営企業法、地方公営企業法施行令、地方公営企業法施行規則、地方公営企業法の財務規定等を適用する事業に関する財務規則

決
算

56,298 105,354 300,987
56,298 105,354 200,987

104,656
57,511 108,493 200,987 124,656 124,656 104,656

予
算

57,511 108,493 300,987 144,656 144,656

0 △ 48,415

支出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 94,415 △ 46,000 0 0 0

102,167
令和３年度 236,582 66,000 170,582

単独事業 102,167

122,167
補助事業 40,000 20,000 20,000

令和４年度 142,167 20,000

企業債 建設改良積立金等区　分 金　額 国 県 諸収入

事業名称 企業備品購入費

財　源　内　訳

事業評価書番号 33
事業区分

予算科目 下水道事業会計資本的支出 1 1 3

令和　４年度　事業計画書

事業局課 環境創造 経理経営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

企業債＋建設改良積立金等

事業費

企業債＋建設改良積立金等

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 環境創造 経理経営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

事業名称 リース債務支払額

財　源　内　訳

事業評価書番号 34
事業区分

予算科目 下水道事業会計資本的支出 1 1 4

企業債 建設改良積立金等区　分 金　額 国 県 諸収入

38,125
補助事業 0

令和４年度 38,125 0

0
令和３年度 59,285 59,285

単独事業

0 △ 21,160

支出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 21,160 0 0 0 0

51,198
29,603 37,467 52,636 41,037 44,147 51,198

予
算

29,603 37,467 52,636 41,037 44,147

事業概要

ファイナンス・リース取引によるリース資産のうち、26年４月以降新たにリースを開始する物件について、その費用を計上します。
以下の要件を満たすリース取引をファイナンス・リース取引となります。
１　リース取引に基づくリース期間の中途において当該契約を解除することができないリース取引又はこれに準ずるリース取
　　引
２　借手が、当該契約に基づき使用する物件からもたらされる経済的利益を実質的に享受することができ、かつ、当該リース
　　の使用に伴って生じるコストを実質的に負担することとなるリース取引
３　リース期間が１年超
４　契約総額が300万円超

事業開始年度 平成26年度

根拠法令・方針決裁等 地方公営企業施行令（昭和27年政令第403号）、地方公営企業施行規則（昭和27年総理府令第73号）

決
算

17,625 20,217 24,358
17,625 20,217 24,358

事業目的・効果
(必要性)

期中に執行するリース取引について条件を精査し、ファイナンス・リース取引によるリース資産を正確に把握します。
また、リース資産の状況について適正に財務諸表等に反映し、下水道事業会計の財務状況の把握に寄与します。

根拠・データ等
令和４年度リース資産調書
令和４年度土木車両台帳

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

単位 目標

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

8,280 ▲ 2,622
イオンクロマト分析装置
減少による減

自動車のリース 24,279 38,220 ▲ 13,941
リース債務支払額で計上した車両につい
て、賃借料であることが判明したことによ
る減

事業スケジュール
通年　リース契約締結
通年　リース料支払

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

計測機器のリース 5,658

事務機器等のリース 8,188 12,785 ▲ 4,597
パソコン台数減少による
減

0

0

0

0

0

0

0

本資料は、公正・適正に作成しました。 檜山　敏浩 佐々木　誠 山口　奈穂

細事業合計 38,125 59,285 ▲ 21,160

課長 係長 企業会計



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

企業債＋建設改良積立金等

事業費

企業債＋建設改良積立金等

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

0

単位

0

0

目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 環境創造 経理経営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 35

事業区分

予算科目 1 1 5

事業名称 給与費（下水道事業資本的支出）

下水道事業会計資本的支出

財　源　内　訳
区　分 金　額 国 県 企業債 建設改良積立金等

2,001,323
補助事業 0

令和４年度 2,001,323

0
令和３年度 2,109,106 2,109,106

単独事業

0 △ 107,783

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 107,783 0 0 0 0

2,001,323
2,000,868 2,019,224 2,058,495 2,001,323 2,001,323 2,001,323

予
算

2,000,868 2,019,224 2,058,495 2,001,323 2,001,323

事業概要 下水道資本的支出における人件費を計上します。

事業開始年度

根拠法令・方針決裁等 地方公営企業法、地方公営企業法施行令、地方公営企業法施行規則、地方公営企業法の財務規定等を適用する事業に関する財務規則

決
算

1,906,619 1,906,767 1,944,128
1,906,619 1,906,767 1,944,128

単位

事業目的・効果
(必要性)

根拠・データ等 総務局の積算に基づき予算を計上します。

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

実績

0

目標

実績

2,001,323

0

0

0

0

課長 係長 企業会計担当

0

細事業合計 2,001,323 2,109,106 ▲ 107,783

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 檜山　敏浩 佐々木　誠 二宮　健

2,109,106 ▲ 107,783 退職手当の減等

事業スケジュール

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

給与費（下水道事業資本的支出）



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

企業債＋損益勘定留保資金等

事業費

企業債＋損益勘定留保資金等

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

細事業合計 63,446,864 72,004,578 ▲ 8,557,714

課長 係長

0

本資料は、公正・適正に作成しました。 檜山　敏浩 佐々木　誠 井上　雄高

0

0

0

0

0

0

72,004,578 ▲ 8,557,714 償還期限を迎える企業債の減

0

事業スケジュール

１　予算・決算事務
　4～5月　決算事務／6月　決算監査／9～1月　予算事務
２　出納事務
　通年　償還

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

企業債償還金 63,446,864

0

実績
-

単位 目標

実績
-

単位 目標

実績
-

単位 目標

事業目的・効果
(必要性)

企業債の当年度償還金の支払い

根拠・データ等

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

事業概要 過去に下水道整備費等の財源として発行した企業債の当年度償還金の支払い

事業開始年度 昭和25年度

根拠法令・方針決裁等 地方自治法

決
算

84,870,425 84,578,712 73,890,900
84,870,425 84,578,712 73,890,900

81,780,770
84,870,429 84,578,712 73,890,904 60,538,781 72,000,667 81,780,770

予
算

84,870,429 84,578,712 73,890,904 60,538,781 72,000,667

△ 2,544,000 △ 6,013,714

支出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 8,557,714 0 0 0 0

0
令和３年度 72,004,578 22,182,000 49,822,578

単独事業

19,638,000 43,808,864
補助事業 0

令和４年度 63,446,864

企業債 損益勘定留保資金等区　分 金　額 国 県 諸収入

事業名称 企業債償還金

財　源　内　訳

事業評価書番号 36
事業区分

予算科目 下水道事業会計資本的支出 1 2 1

令和　４年度　事業計画書

事業局課 環境創造 経理経営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

企業債＋損益勘定留保資金等

事業費

企業債＋損益勘定留保資金等

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 環境創造 管路保全
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

事業名称 水洗便所改造資金貸付金

財　源　内　訳

事業評価書番号
事業区分

予算科目 下水道事業会計資本的支出 1 3 1

企業債 損益勘定留保資金等区　分 金　額 国 県 返還金

1,525
補助事業 0

令和４年度 3,566 2,041

0
令和３年度 4,169 2,993 1,176

単独事業

0 349

支出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 603 0 0 △ 952 0

3,000
2,047 4,709 673 93 178 0

予
算

6,154 5,085 5,085 3,000 3,000

事業概要 下水の処理区域内において、水洗トイレ改造工事又は浄化槽廃止工事を行おうとする方に対し、工事費の一部を貸し付けます。

事業開始年度 昭和37年度

根拠法令・方針決裁等 下水道法、下水道法施行令、横浜市下水道条例、横浜市水洗便所設備資金助成及び貸付規則

決
算

2,963 800 1,419
586 2,455 △ 563

事業目的・効果
(必要性)

下水処理区域内に編入された家屋（未水洗化世帯）の所有者等は、公共下水道に接続する義務が生じます。そこで、下水の処理区域内に
おいて、水洗トイレ改造工事又は浄化槽廃止工事を行おうとする方のうち、希望者に対して工事費の一部を貸し付けることにより、経済
的負担を軽減し、水洗化を促進することを目的とします。

根拠・データ等 過去の実績による

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

くみ取り便所改造工事
単位 目標 1 1 1 1 1 1 1

件 実績 0 0

浄化槽廃止工事
単位 目標 7 7 6 4 4 4 4

件 実績 2 3

単位 目標

実績

4,169 ▲ 603
単価及び件数見直しによる
減

0

事業スケジュール ・昭和37年度　貸付制度導入

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

水洗便所改造資金貸付金 3,566

0

0

0

0

0

0

0

0

本資料は、公正・適正に作成しました。 小塚　亮一 杉田　泰規 中島　有香子

細事業合計 3,566 4,169 ▲ 603

課長 係長 下水道普及



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

企業債＋損益勘定留保資金等

事業費

企業債＋損益勘定留保資金等

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 環境創造 経理経営
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

事業名称 予備費（下水道事業資本的支出）

財　源　内　訳

事業評価書番号
事業区分

予算科目 下水道事業会計資本的支出 1 4 1

企業債 損益勘定留保資金等区　分 金　額 国 県 諸収入

10,000
補助事業 0

令和４年度 10,000

0
令和３年度 10,000 10,000

単独事業

0 0

支出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

10,000
10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

予
算

10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

事業概要

事業開始年度

根拠法令・方針決裁等

決
算

0 0 0
0 0 0

事業目的・効果
(必要性)

根拠・データ等

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

単位 目標

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

10,000 0 -

0

事業スケジュール

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

予備費 10,000

0

0

0

0

0

0

0

0

本資料は、公正・適正に作成しました。 檜山　敏浩 佐々木　誠 丸本　美明

細事業合計 10,000 10,000 0

課長 係長
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